
資金繰りにお悩みの皆様へ

売上高が減少した中小・小規模事業者等
の資金繰りを引き続き支援します！

実質無利子・無担保融資の
申込期限を延長します

民間金融機関：2021年３月まで
日本政策金融公庫等：当面2021年前半まで

さらに、
経営改善やビジネスモデルの転換等

に伴う資金繰りを支援します

令和２年度３次補正予算案において措置予定
（上記予算案成立を前提としており、今後内容が変更等される場合があります。）

＜信用保証制度＞
• 中小企業者が今後のアクションプランを作成し、金融機関の継続
的な伴走支援を受けながら経営改善等に取り組む場合に、保証
料を大幅に引き下げる制度を創設します。

＜日本公庫等による融資＞
• 業態転換や新規事業等生産性向上に向けた設備投資を実施す
る場合に、日本公庫等の適用利率が、当初２年間0.5%引き下
げになります。

詳細は裏面をチェック✔

具体的な例



保証制度
①金融機関の継続的な伴走支援を受けながら経営改善等に取り組む
場合に、保証料を大幅に引き下げる制度を創設。

②事業再生計画を実行するために必要な資金を保証付融資で支援
する「経営改善サポート保証」の据置期間を５年に延長した上で、
保証料を大幅に引き下げ。

融資制度

お問合せ先 中小企業庁 事業環境部 金融課
０３-３５０１-２８７６

① ②

保証限度額 4,000万円 2.8億円
保証期間 10年以内 15年以内（一括返済の場合1年以内）
据置期間 ５年以内 ５年以内
金利 金融機関所定 金融機関所定

保証料（事業者
負担分） 0.2%（補助前は原則0.85%） 0.2%（補助前は原則0.8%-1.0%）

売上減少要件 ▲15％ -

その他
・セーフティネット保証４号、５号、危機関連
保証の認定を受けていること
・今後取り組む事項（アクションプラン）を作
成すること
・金融機関が継続的な伴走支援をすること

中小企業再生支援協議会や経営改善サ
ポート会議等の支援により作成した事業再
生計画を実行すること

限度額：各貸付制度の限度額（中小事業7.2億円、国民事業7,200万円等）

（１）設備資金貸付利率特例制度の創設

※基準利率：中小事業1.11％、国民事業1.86％（担保の有無等によって適用利率は変動）
＜令和２年12月１日現在、貸付期間５年以内の標準的な利率＞

（４）観光産業等生産性向上資金の拡充

（２）企業再建資金の拡充
• 再生支援協議会等公的支援機関の関与の下事業再生に取り組む場合、基準金
利から▲0.9％

• 認定支援機関による経営改善計画策定支援事業等を利用して経営改善に取り組
む場合、基準金利から▲0.65％

• 事業引継ぎ支援センター等の支援を受けて付加価値向上計画を策定し、事業の承
継・集約を実施する場合、基準金利から▲0.65%

• コロナの影響等により事業継続が困難となっている事業者から事業の承継・集約を実
施する場合、基準金利から▲0.4％（小規模からの承継の場合▲0.65％）

（３）事業承継・集約・活性化支援資金の拡充

• 観光産業等を営む者が、事業計画を策定し生産性向上に向けた取組みを図る場
合、基準金利から▲0.4％

• 新事業や業態転換等、生産性向上に資する設備投資を実施する場合の
適用利率について、各貸付制度の適用利率から当初２年間▲0.5％


